
 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 徳島大学と連携し、地域企業の研究開発ニーズにお応えしています 

取組み内容 

＜経緯＞ 

１．連携協力協定締結 （平成25年2月25日） 

 当行と徳島大学のそれぞれの保有する研究技術、情報およびノウハウを活用し

て、地域の産学連携を推進し、地域経済の発展と産業の振興に寄与する目的で、連

携協定を締結しました。 

 

２．個別企業訪問 

 取引先企業からニーズが出てくるのを待つだけでは支援の対象が広がらないた

め、徳島大学との定期協議で、ものづくり企業への個別訪問を提案。平成25年10

月に着任した産学連携担当教授（四国 TLO の役員を兼任）と当行担当者が、11 月

から企業訪問を開始しました。 

 

＜内容＞ 

１．概要 

・当行の「企業ネットワーク」「ビジネスプランニング力」「認定支援機関としての

知見」、徳島大学の「技術課題抽出・課題解決力」「政府系研究開発資金獲得能力」

と、両機関の得意分野を活かして、補完関係を構築しています。 

・企業訪問から新規事業の事業化まで、連携してサポートを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．公的助成金の活用 

・中小企業のお客さまにとって、自己資金での研究委託等は敷居が高い面もあり、

国の「ものづくり補助金」等の活用を推進しています。 

・補助金受給が目的の場合も、事業内容によっては徳島大学に協力を要請しており、

結果的に徳島大学と企業の共同研究に進む場合もあります。 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

３．ビジネス開発会議 

・「研究開発」と「ビジネス構築」の両面から、地域の中小企業をサポートしてい

ます。 

・開発企業、徳島大学（研究者、弁理士、産学連携担当）、当行（中小企業診断士）、

新事業のユーザーになると考えられる企業から構成される「ビジネス開発会議」を

実施しています。 

・中小企業にとってハードルの高い「知的財産の取得」「ビジネスプラン作成」「販

路開拓」等について、専門家の助言により解決案を提示することで、事業化の加速

を促しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜成果＞ 

１．共同研究 

・徳島大学・四国TLOが109社と面談し、進行中の案件は37件となっています。 

・企業と大学の共同研究が進行中または確定している先は19社となっています。 

 ※平成28年3月現在 

 

２．地方創生のモデル化 

・地方大学から地域の中小企業等への技術移転においては、実績をあげている地域

が少ないという現状のなか、当行と徳島大学の産学連携モデルは過去に例を見ない

実績を挙げています。 

・当行と徳島大学の取組みをモデルに、平成28年度の特許庁の事業として、異分

野連携を進めて新事業の創出を目指す「事業プロデューサー派遣推進事業」が創設

されました。 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 「事業性評価」に係る取組み 

取組み内容 

＜経緯＞ 

当行では、伝統的営業方針である「永代取引」を地域密着型金融と同義と位

置づけており、目先の短期的な利益を追うのではなく、お客さまと世代を超え

た息の永い取引を行うことにより、取引先企業における企業価値の向上による

持続的成長を通じて地域経済の活性化を図り、地域とともに自らも発展してい

くことを目指しています。 

そのためにも、事業性評価や目利き力、コンサルティング能力の一層のレベ

ルアップを図ることで、中小企業取引の更なる強化につなげるとともに、創業・

成長・再生支援を通じ、金融機関として地方創生に向けて、本業による地域貢

献・地域経済の活性化に取組んでいます。 

そのような中、当行では目利き力の定義を「経営者の思い、考え、戦略をヒアリ

ングする力」および「適切な事業性評価により、企業の将来性を見極め、課題解決

に導く力」と定め、以下の取組みを行っています。 

 

＜内容＞ 

１．「企業実態調査表」の活用 

事業性評価を通じた企業実態把握の一層の強化を図るため、平成27年 1月から

「企業実態調査表」を制定し、徳島県内においては 30百万円以上の貸増案件に

ついて、県外においては新規先および 50百万円以上の貸増案件等について作成

を徹底しています。 

「企業実態調査表」は、事業内容・市場・競争状況・販路・技術力について

担当者の取引先訪問時に本業の実態把握に関して聞き取りした事項を記載し、

企業の強み・弱み等、総合力について支店長が総合判断を行う書式となってい

ます。案件審査において同表を活用し、企業の事業性評価に基づく実態把握の

強化に努めるとともに、審査部による記載内容に係る営業店指導のほか、現場

の営業担当者に対して営業店上席者等からのＯＪＴや審査部留学による指導等

により、営業店の目線あわせとレベルアップを図っています。企業実態調査表

に基づき経営者と共有した経営課題について、「永代取引プラン」に課題解決の

方向性、当行の具体的支援策、提案内容等を記載のうえ、必要に応じて営業店

と営業推進部が連携してソリューションを提供するなど、課題解決に向け、成

長支援を行っています。 

 

２．ＡＢＬの推進 

当行は、商流把握による実態把握の強化に向けて、地方銀行の中でも先行して一

般担保化に向けた要件整備を行うなど、ＡＢＬの推進に注力しており、毎月の売掛

金・在庫の発生・回収状況等をモニタリングするなかで、事業性評価につなげてい

ます。 

 

 

 

 



 
３．再生支援への取組み 

 事業性評価を通じた経営改善支援については、審査部経営支援課によるビジ

ネスモデル俯瞰図、ＳＷＯＴ分析等の作成支援を行うとともに、特に優先的に

経営改善支援を行う先として経営改善支援取組先を平成 27 年度は 223 社選定

し、地域経済への影響度が高い企業に対して、抜本再生支援としてＤＤＳ等の

活用を行うなど、営業店や外部専門家等との連携を強化して再生支援に取組ん

でいます。 

 

４．阿波銀コンサルティング㈱の活用 

平成 26年 7月に、当行グループ会社として阿波銀コンサルティング㈱を設立

しました。深度ある財務ＤＤと事業ＤＤを通してこれまで以上に事業性評価・

実態把握力を向上させ、ノウハウの構築と行内での共有を進めています。 

 

５．融資商品の充実 

平成 27年 2月に、条件変更先等の経営改善支援を行っている先に対し、経営

改善を促進し再成長に資する新規融資を行えるよう、「あわぎん企業育成ファン

ド（グローイングアップ）」の商品内容を改定しました。事業性評価による将来

性の検証を行い、案件の拠り所を明確化したうえで、経営改善支援先に対する

出口戦略商品として活用しており、平成 28年 5月末現在で 92件 30 億円の取組

実績となっています。 

 また、事業性評価に基づく融資先の裾野を拡大するため、平成 27年 9月に「あ

わぎん事業応援ローン」の取扱いを開始し、「企業実態調査表」および「永代取

引プラン」の活用促進を図っており、平成 28年 5月末現在で 688 件 241 億円の

取組実績となっています。平成 28年 4月から、減価償却前営業利益が 2期連続

で増加すれば、融資利率が 0.3%下がる「成長促進型コベナンツ付事業応援ロー

ン」の取扱いを追加しました。お客さまの事業意欲を後押しするとともに、本

業における収益力の強化に向けてお客さまとの経営課題の共有、課題解決に向

けたコンサルティング機能の発揮に取組んでまいります。 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 「瀬戸内ブランドコーポレーション」「せとうち観光活性化ファンド」を設立 

取組み内容 

一般社団法人せとうち観光推進機構と連携して、瀬戸内ブランド推進体制を構築

するため、「株式会社瀬戸内ブランドコーポレーション」に対して2,500 万円の出

資を行いました。 

 また、同社の取組みに関連し、「せとうち観光活性化ファンド」を組成しました。 

 「地方創生」において、地域金融機関の果たす役割が重要となる中で、瀬戸内7

行および日本政策投資銀行は、瀬戸内地域が国内外の多くの人から選ばれる地域と

なるために、観光関連事業者に対して必要な資金提供を行うことで、瀬戸内地域の

価値の最大化をめざしてまいります。 

 

【せとうち観光活性化ファンド概要】 

① 商 号：せとうち観光活性化投資事業有限責任組合 

② 組成日：平成28年4月1日 

③ ファンド総額：90億円（組成日時点） 

④ 無限責任組合員（GP）：株式会社せとうち観光パートナーズ 

⑤ 有限責任組合員（LP）：阿波銀行、中国銀行、広島銀行、山口銀行、百十四銀

行、伊予銀行、みなと銀行、日本政策投資銀行（DBJ）、海外需要開拓支援機構

（クールジャパン機構） 

 

＜せとうち観光活性化ファンド体制図＞ 

 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 「あわぎん地方創生ファンド」を設立 

取組み内容 

平成２７年１０月７日、株式会社地域経済活性化支援機構と連携し、「あわぎ

ん地方創生投資事業有限責任組合（あわぎん地方創生ファンド）」を設立しまし

た。 

当ファンドは、当行と阿波銀コンサルティング株式会社、株式会社地域経済

活性化支援機構および REVIC キャピタル株式会社が共同出資により組成した

「地域ファンド」であり、徳島県を中心とする地域を対象に、創業や新たな事

業展開または独自性があり今後の成長が見込まれる事業へ出資を行います。 

当行では来年創業１２０周年を迎えるにあたり、「ずっと、ここから。」をス

ローガンに掲げ、地域経済活性化および産業振興に取組む中堅・中小企業など

の事業者を支援し、「産・官・学・金」の連携も図りながら、地方創生に貢献し

てまいります。 

 

【あわぎん地方創生ファンド概要】 

名称 
あわぎん地方創生投資事業有限責任組合 

（通称：あわぎん地方創生ファンド） 

ファンド総額 １０億円 

投資対象 

徳島県を中心とした当行の営業基盤内で事業を営む上場して

いない事業者で、次の項目に該当する法人（県外から徳島に

移住した事業者を含む） 

・創業や新事業展開、新規販路開拓、再生（再成長）等をめ

ざす事業者 

・観光・ヘルスケア・ICT 等今後成長が期待される事業者 

・徳島大学等との産学連携に取組む、または取組もうとする

事業者 

組合員構成 

株式会社阿波銀行 

阿波銀コンサルティング株式会社 

株式会社地域経済活性化支援機構 

REVIC キャピタル株式会社 

設立日 平成２７年１０月７日 

存続期間 平成３４年９月３０日 

業務運営者 
阿波銀コンサルティング株式会社 

REVIC キャピタル株式会社 
 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 移動店舗「あわぎん号」の導入 

取組み内容 

平成 28 年 4 月、災害時の緊急対応への備えを目的として、移動店舗「あわ

ぎん号」を導入しました。 

移動店舗は窓口機能、ＡＴＭ機能および自家発電機能を有しており、災害等

にその機動性を最大限に活用し、お客さまへ金融サービスを提供します。 

また、被災地で携帯通信網が利用できない場合、衛星通信を利用した無料Ｗ

ｉ－Ｆｉスポットも搭載し、避難されている方へメール通信サービスも提供す

ることができます。 

当行では、今後とも地域のリーディングバンクとして、大規模災害等が発生

した場合における金融機能の維持へ、危機管理態勢・業務継続態勢の強化に取

組んでまいります。   

なお、今回の移動店舗導入に伴い、津波災害等に備え美波町、牟岐町および

海陽町と「災害発生時の移動金融サービス支援に関する協定」を締結し、支援

体制の強化を図ってまいります。 

 

【移動店舗概要】  

名  称：あわぎん号 

取扱業務：ＡＴＭおよび窓口業務 

ＡＴＭ 
・お預入れ  ・お引出し   ・お振込み 

・残高照会  ・通帳記帳   ・お振替え など 

窓口 
災害時 ・現金支払い 

平常時 ・相談業務 など 

なお、災害時は現金でのお引出し金額に上限を設定させていただく場合もござ
います。また、平常時は訓練やイベント等に活用いたします。 

 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 「こども応援債」の取扱い開始 

取組み内容 

 阿波銀行創業120周年記念活動の一環として、平成27年10月より、私募債発行

企業から当行が受け取る手数料の一部を学校等へ寄付する「こども応援債」の取扱

いを開始しました。 

 運動用具や図書・楽器等を寄贈することで、次世代を担うこどもたちの健やかな

成長を応援するとともに、私募債発行企業の地域社会への貢献が可能な商品内容と

なっております。 

 平成28年 5月末現在の取扱い実績は68件52億円となっています。寄付につい

ては、３ヵ月分をとりまとめてその後原則３ヵ月以内に行っており、これまでに延

べ34先に対して、児童図書や楽器等の寄贈を行っています。受贈先からは感謝の

お言葉を頂いており、発行企業のＣＳＲにもつながっています。 

 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 地元徳島の学術や文化振興に貢献します 

取組み内容 

徳島県内における優れた学術・文化の振興と発展に貢献することを目的に設立し

た（公財）阿波銀行学術・文化振興財団を通して、企業や学校等における先進技術

の研究開発や、地域文化の発展に結びつく活動に対して助成を行っています。 

平成28年度までの累計の実績は、学術部門172件 9,640万円、文化部門 374件

6,742万円、 合計 546件1億 6,382万円となっています。 

今後も継続して地元徳島の産業・学術・文化の発展、振興に貢献できるよう努めて

いきます。 

   

 
 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 地域の活性化に取組んでいます 

取組み内容 

地元徳島県の豊かな農山漁村地域を次世代に引き継いでいこうとの思いから、徳

島県と協働パートナー協定を締結し、農山漁村地域における多様なボランティア活

動に参加しています。 

過疎化が進む地域の方からの依頼のもと、平成２７年度は、祖谷地区でのソバや

じゃがいもの収穫作業、三好市での「キノコの植菌作業」、勝浦「ビッグひなまつ

り」の準備等を行いました。 

また、当行役職員による森林保護を目的とした「あわぎんの森」森づくりボラン

ティア活動のほか、アドプトプログラム吉野川をはじめとした県内河川の清掃活動

にも積極的に取組んでいます。 

 

 

 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 青少年の金融教育に取組んでいます 

取組み内容 

金融について学び、正しい金銭感覚を身につけてもらうため、徳島県内の小

学校で当行職員が教壇に立つ、「あわぎん子ども金融教室」を平成１８年から開

催しています。 

また、県内の小中学校で、銀行の役割やビジネスマナーに関する出前授業を

随時開催しているほか、徳島大学の「起業力養成講座」へも当行職員を講師と

して派遣しています。 

さらに、毎年夏休みには「夏休み親子ふれあい金融機関見学会」を継続的に実

施し、金融や銀行について楽しく学べる機会を提供しています。 

 

 

 



 
 

銀行名 阿波銀行 

タイトル 徳島魅力再発見ガイドブックを発刊 

取組み内容 

「徳島のみなさまに徳島の魅力をもっと知ってもらいたい」そんな気持ちから、

当行の女性職員とタウン情報誌「あわわ」の編集部が共同でガイドブックを作

成しました。あわわ編集部が推薦するスポットへ、女性職員が自ら取材を行い、

平成 27年 11 月に第一弾となる「鳴門編」を発行し、これまでに「徳島編」「県

南編」「県西編」の全 4編を作成、徳島で暮らす毎日がもっと楽しくなる情報を

発信しています。 

 

     

 

      

 


